
3 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）
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１時間あたりの平均人件費 4,280

魚津市の人口（各年度12月末時点） 40,477

　同　　上

14,800

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 63,344

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 2,263,339

効 率 性
指　　標

市民１人あたりにおける施策の
円 54,352

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

円 55,917

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

　同　　上
円 1,565

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

1,864,496

施策の
トータルコスト

主管課名 上下水道課

関係課名

１０年後の
目指す姿 　下水道が適切に管理、運営され、衛生的な生活環境が保たれています。

目指す姿の実
現のための取

組
(基本事業)

施策を進めるた
めの役割分担

335,499

施策の現状
及び課題

令和

まちづくり目標 輝くまち 政策名 快適で住みやすいまちづくり

施 策 № 34 施 策 名 下水道の安定的な運営

現　　状

・下水道を整備する計画区域では概ね整備が完了し、残る区域での整備に取り組むとともに、今後更新期を迎える施設の更新計画
策定に取り組んでいます。
・令和元年度から公営企業会計を導入し、経営の見える化に努めています。また、経営の健全化のために、整備済地域での接続の
お願いと関係課と連携した使用料等の収納に取り組んでいます。

課　　題

・今後順次施設が更新時期を迎えることから、長寿命化・更新対策については、計画的に実施するとともに費用の平準化を図ること
が必要です。
・処理場の統合等により維持管理費の縮減に努めるとが必要です。
・今後も人口減少による使用料収入の減少が避けられないと想定されることから、事業全体の維持管理費の縮減や下水道への接続
割合の拡大に努めながら、国が考える「適正な公費負担」を担保した上で、使用料の見直しについても議論が必要です。

６年度実績 ７年度実績３年度実績 ４年度実績区　　分

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業② 安定した下水道事業経営

基本事業③

基本事業④

８年度実績

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

行　　政
・将来も下水道を安心して利用できるよう、計画的な施設整備、更新に取り組みます。
・人口減少による将来の収支への影響を予測しながら、持続的かつ安定的な事業経営を行います。

市　　民
・

事 業 所

・下水道施設に負荷をかける油や異物を流さないなど、水質浄化への意識を高めます。
・各家庭や事業所で、下水道のすみやかな接続に取り組みます。

基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計） 2,199,995

Ｄ．事務事業に要する年間総時間

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 37

５年度実績

基本事業① 下水道施設の整備
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農業集落排水施設整備事業 16,240,000 Ａ

上下水道課

26,500,000 10,260,000

№ 会計名 事務事業名
令和3年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

上下水道課

一般会計 浄化槽整備事業 2,167,000 50,000 2,117,000 - 上下水道課

１次評価結果

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

上下水道課魚津市下水道事業会計

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

95.6

目標値（上段）及び実績値（下段）

12年度
（目標値）

基本事業名 ①下水道施設の整備

基本事業の目的（意図）
未整備地域の汚水管路の整備を進めるとともに、ストックマネジメント計画や地域下水道の調査等に基づき、これまで整備した施
設の計画的な更新を図ります。

【公共下水道整備事業】
・下水道計画区域のうち、未整備箇所の汚水管路整備（公共桝の設置等）を行いました。
・魚津市浄化センター等の適切な改築や事業費の平準化を図るため、魚津市下水道ストックマネジメント計画に基づき、更新工事の
実施設計や耐震診断を実施しました。
【特定環境保全公共下水道整備事業】
・下水道計画区域のうち、六郎丸地区、大海寺野地区等の未整備地区において汚水管路整備（整備面積3ha）を行いました。
・大杉台汚水処理場を公共下水道へ接続するための工事を実施しました。

施 策 名 下水道の安定的な運営

７年度
（中間目標値）

公共下水道整備事業 253,935,000 152,784,261 101,150,739

0

魚津市下水道事業会計

0

魚津市下水道事業会計

特定環境保全公共下水道整備事業 234,966,369 172,404,900 62,561,469

94.5 94.7 95.0
94.8

95.3

95.3人口普及率
（処理区域内人口/住民基本台帳人口X100）

％
95.0

令和3年度における
主な事業内容（活動内容）

令和元年度

94.3

成果指標名 単位

実績値

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 34
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合　　計 2,493,964,000 1,864,496,015 629,467,985
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予算なし 地方公営企業決算状況調査事務 0 0 0 -

上下水道課浄化槽汚泥処理事業

上下水道課

上下水道課

魚津市下水道事業会計 下水道維持管理事業 347,864,000 309,993,899 37,870,101 Ａ 上下水道課

Ａ

0

0

上下水道課

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

86.7

104.6

７年度
（中間目標値）

12年度
（目標値）

104.5

85.7

施 策 名

基本事業名 ②安定した下水道事業経営

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 34

基本事業の目的（意図）

87.9

100

水洗化率
（接続済み人口/下水道処理区域内人口X100）

令和元年度

一般会計 下水道事業繰出金支払事務 711,322,000 620,000,000 91,322,000 -

7,437,000 6,794,477 642,523 -一般会計

１次評価結果

魚津市下水道事業会計 下水道管理運営事業 1,427,341,000 927,707,639 499,633,361

％

予算残額（円）予算現額（円）

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

決 算 額（円）
№ 会計名 事務事業名

令和3年度
担当課

104.1

単位

整備済み地域での下水道への接続を促進しつつ、農業集落排水等の処理場のうち可能なものについて順次公共下水道へ統合す
ることにより、維持コストの低減を図ります。併せて、使用料等の適切な収納管理を行います。

令和3年度における
主な事業内容（活動内容）

経費回収率
（使用料収入/汚水処理費X100）

目標値（上段）及び実績値（下段）

104.0

86.0

下水道の安定的な運営

104.0100 100 100

【下水道管理運営事業（下水道使用料事務、下水道受益者負担・分担金事務、水洗化促進事業を含む。）】
・未接続者への戸別訪問やPR活動を強化し、水洗化率の向上に努めました。
・下水道整備を行った受益地区の土地所有者等に対し、事業費の一部を負担してもらう受益者負（分）担金の請求及び徴収を行いま
した。
・下水道事業における使用料対象経費となる維持管理費や資本費を賄うため、下水道使用者から適正な使用料の請求及び徴収を
行いました。
・過年度分の収納（受益者負担・分担金も同様）については、収納対策室と連携して実施しました。
【下水道維持管理事業】
・各浄化センターや汚水管渠の点検や整備を行い、適正な維持管理に努めました。
・大杉台汚水処理場を公共下水道へ統合するための工事を実施しました。

86.2 86.5 86.7 87.0
88.0

％



　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①下水道施設の整備】
◆下水道整備については、第１期から第６期区域までは概ね整備を終え、令和２年度には、第７期区域（六郎丸地区）の承認を得、工事に着手してい
ます。今後は、合併処理浄化槽との投資効果を検証しながら整備を進めます。
◆魚津市下水道ストックマネジメント計画に基づき、魚津市浄化センター等の設備の更新や建物の耐震化工事を進めます。
◆市内に点在する特定環境保全公共下水道事業や農業集落排水事業の汚水処理施設を計画的に公共下水道へ統合して維持管理費の軽減に努め
ます。

【②安定した下水道事業経営】
◆水洗化率については、整備の終盤に差し掛かり、既に合併浄化槽を設置している世帯が増えてきていることもあり、整備のペースに合わせた下水
道への移行が思うように進みませんでした。県内でも低い水準にあることから、引き続き下水道未接続世帯の解消に向けて、戸別訪問エリアの拡大
など水洗化率向上の施策を検討し、下水道への接続勧奨を行います。
◆下水道管渠に浸入する不明水対策として、流量等の基本情報を整理し実態把握に努め、マンホールの修繕等、不明水浸入防止に向け継続的に取
り組みます。
◆下水道事業の経営状況を明らかにし、安定した経営を図るために、令和元年度から公営企業会計方式に移行しました。これからも、適切な下水道
使用料による収入確保を図るため使用料の見直しを行うとともに、維持管理費用の削減につながる見直しや施設の統合を進め、安定した下水道事業
経営に努めます。
◆下水道使用料及び受益者負（分）担金の未納者に対しては、収納対策室と連携しながら、さらなる徴収率向上に努めます。

施 策 № 34 施 策 名 下水道の安定的な運営

令和3年度の評
価結果（基本事
業の成果を考

慮し記載）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（令和3年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

【①下水道施設の整備】
◆魚津市の下水道整備率は、令和３年度末で95.3％（令和２年度末は94.8％）となり、概ね目標値に達しています。
◆魚津市の公共下水道の整備率は、令和３年度で末で78.2％（令和２年度末は77.5％）です。なお、県内10市で比較すると令和２年度末では中位（６
位）水準になっています。

【②安定した下水道事業経営】
◆魚津市の水洗化率は、令和３年度末で88.5％となり、目標値を達成しました。
◆魚津市の公共下水道の水洗化率は、令和３年度末で87.9％です。なお、県内10市で比較すると令和２年度末では８位になっています。
◆魚津市の公共下水道の経費回収率は、令和３年度末で104.5％となり、目標値に達しています。なお、県内10市で比較すると令和２年度末では２位
になっています。
◆魚津市（下水道事業会計）の起債残高は、令和2年度末で15,017,421千円となっており、これは、県内10市で比較すると中位となっています。
◆魚津市の排水区域内人口１人あたりの起債残高は、令和2年度末で387千円となっており、これは、県内10市で比較すると上位となっています。

【①下水道施設の整備】
＜公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業＞
◆魚津市公共下水道事業計画に基づき下水道整備（管渠工事）を進め、未整備区域の解消に努めました。
◆魚津市浄化センター等の設備の更新や建物の耐震診断を実施しました。
◆大杉台処理区を公共下水道に統合する工事を実施しました。

【②安定した下水道事業経営】
＜下水道管理運営事業（水洗化促進事業含む。）＞
◆平成22年度から始めた水洗化率向上の取組として、下水道未接続世帯に対し、戸別訪問（案内文書投入）により下水道接続の勧奨を継続して実施
しました。


